
（財）財務会計基準機構会員     

－２７－ 

平成17年３月期 個別財務諸表の概要 平成17年４月28日
 

 

上 場 会 社 名  上 場 取 引 所  東 

コ ー ド 番 号 ７８６２ 本社所在都道府県 東京都 

（ＵＲＬ http://www.toppan-f.co.jp ） 
代 表 者 役職名 代表取締役社長 氏 名 秋 山 正 法 

問合せ先責任者 役職名 経理担当取締役 氏 名 新 田 健 二 ＴＥＬ (03)6253-5720 

決算取締役会開催日 平成17年４月28日 中間配当制度の有無 有 

配当支払開始予定日 平成17年６月30日 定時株主総会開催日 平成17年６月29日 

単元株制度採用の有無 有（１単元100株） 

 

１．17年３月期の業績（平成16年４月１日～平成17年３月31日） 

(1)経営成績 （百万円未満は切り捨てて表示しております。） 

 
売 上 高 ( 

対 前 年

増 減 率
) 営 業 利 益 (

対 前 年

増 減 率
) 経 常 利 益 ( 

対 前 年

増 減 率
)

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

1 7 年 3 月 期 187,612 (    2.6) 11,803 (△16.4) 14,010 (△13.5)
1 6 年 3 月 期 182,903 (    2.0) 14,111 (   4.6) 16,200 (   0.1)

 

 
当 期純利益 ( 

対 前 年

増 減 率
)
１株当たり

当期純利益

潜 在 株 式 調 整 後

１株当たり当期純利益

株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高

経常利益率

 百万円 ％  円 銭  円 銭 ％ ％ ％

1 7 年 3 月 期 8,560 ( △9.4)  74 45  74 44 7.9 9.1 7.5 
1 6 年 3 月 期 9,453 (  10.4)  82 07 ―― 9.3 11.2 8.9 
(注)1．期中平均株式数 平成17年３月期 114,118,137株 平成16年３月期 114,273,912株 
    2．会計処理の方法の変更  無 

 

(2)配当状況 

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金  

 中 間 期 末

配 当 金 総 額

（ 年 間 ）
配当性向 

株主資本

配 当 率

  円 銭  円 銭  円 銭 百万円 ％ ％

1 7 年 3 月 期 23 00  11 50  11 50 2,623 30.9 2.3 
1 6 年 3 月 期 23 00  11 50  11 50 2,627 28.0 2.5 

 

(3)財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％  円 銭

1 7 年 3 月 期 159,604 112,162 70.3  982 58 
1 6 年 3 月 期 149,995 105,788 70.5  925 42 
(注)1．期末発行済株式数 平成17年３月期 114,084,753株 平成16年３月期 114,232,820株 

2．期末自己株式数 平成17年３月期 915,247株 平成16年３月期 767,180株 

. 

２．18年３月期の業績予想（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

１株当たり年間配当金  
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

中 間 期 末   

  百万円  百万円 百万円  円 銭  円 銭  円 銭
         

中  間  期  95,000  7,900 5,100 11  50   
         

通      期  195,000  15,600 9,500 ――  11 50  23 00 
(参考) １株当たりの予想当期純利益（通期）82円70銭 

 

※ 業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、今後様々な要因

により予想数値と異なる可能性があります。 
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６．財務諸表等 

 
（１）財務諸表 

 

① 貸借対照表 

 

  
前事業年度 

(平成16年３月31日) 
当事業年度 

(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

(資産の部)        

Ⅰ 流動資産        

１ 現金及び預金   19,922   25,899  

２ 受取手形 ※１  5,394   5,665  

３ 売掛金 ※１  29,811   31,503  

４ 有価証券   2,819   3,440  

５ 商品   1,745   2,012  

６ 製品   7,098   7,444  

７ 原材料   808   920  

８ 仕掛品   633   639  

９ 貯蔵品   255   338  

10 前渡金   57   ―  

11 前払費用   477   434  

12 未収入金   1,278   1,306  

13 繰延税金資産   963   1,076  

14 その他   856   1,047  

15 貸倒引当金   △99   △85  

流動資産合計   72,022 48.0  81,643 51.2 

Ⅱ 固定資産        

１ 有形固定資産        

(1) 建物  37,467   37,680   

減価償却累計額  14,233 23,233  15,533 22,146  

(2) 構築物  1,265   1,270   

減価償却累計額  919 346  964 305  

(3) 機械及び装置  53,998   54,922   

減価償却累計額  41,547 12,451  42,443 12,478  

(4) 車輌運搬具  497   445   

減価償却累計額  462 35  413 32  

(5) 工具器具備品  9,066   9,132   

減価償却累計額  7,527 1,538  7,663 1,468  

(6) 土地   18,104   18,106  

(7) 建設仮勘定   686   495  

有形固定資産合計   56,395 37.6  55,035 34.5 

２ 無形固定資産        

(1) 特許権   18   16  

(2) 借地権   697   695  

(3) ソフトウェア   499   455  

(4) 電話施設利用権   123   123  

(5) 工業用水道施設利用権   1   1  

無形固定資産合計   1,340 0.9  1,291 0.8 

 



   

 
 

－２９－ 

 

  
前事業年度 

(平成16年３月31日) 
当事業年度 

(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

３ 投資その他の資産        

(1) 投資有価証券   10,958   12,669  

(2) 関係会社株式   2,349   2,452  

(3) 出資金   214   11  

(4) 長期貸付金   7   11  

(5) 関係会社長期貸付金   100   100  

(6) 破産債権・更生債権 
  その他これらに準ずる 
  債権 

  37   58  

(7) 長期前払費用   140   97  

(8) 敷金・保証金   1,360   1,344  

(9) 保険積立金   4,247   4,223  

(10) ゴルフ会員権等   576   552  

(11) その他   310   163  

(12) 貸倒引当金   △64   △49  

投資その他の資産合計   20,238 13.5  21,634 13.6 

固定資産合計   77,973 52.0  77,961 48.8 

資産合計   149,995 100.0  159,604 100.0 
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前事業年度 

(平成16年３月31日) 
当事業年度 

(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

(負債の部)        

Ⅰ 流動負債        

１ 支払手形 ※１  9,347   8,722  

２ 買掛金 ※１  24,330   27,402  

３ 未払金   1,403   611  

４ 未払法人税等   2,681   2,910  

５ 未払消費税等   26   650  

６ 未払費用   1,821   2,050  

７ 前受金   306   372  

８ 預り金   123   103  

９ 賞与引当金   1,697   1,799  

10 設備関係支払手形   1,292   722  

11 その他   53   154  

流動負債合計   43,084 28.7  45,500 28.5 

Ⅱ 固定負債        

１ 役員退職慰労引当金   422   336  

２ 退職給付引当金   630   1,052  

３ 繰延税金負債   70   552  

固定負債合計   1,123 0.8  1,941 1.2 

負債合計   44,207 29.5  47,441 29.7 

(資本の部)        

Ⅰ 資本金 ※３  11,750 7.8  11,750 7.4 

Ⅱ 資本剰余金        

１ 資本準備金   9,270   9,270  

資本剰余金合計   9,270 6.2  9,270 5.8 

Ⅲ 利益剰余金        

１ 利益準備金   2,619 1.7  2,619 1.6 

２ 任意積立金        

 (1) 別途積立金  71,695 71,695 47.8 78,195 78,195 49.0 

３ 当期未処分利益   9,782 6.5  9,126 5.7 

利益剰余金合計   84,097 56.0  89,941 56.4 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   2,056 1,4  2,799 1.8 

Ⅴ 自己株式 ※４  △1,386 △0.9  △1,597 △1.0 

資本合計   105,788 70.5  112,162 70.3 

負債資本合計   149,995 100.0  159,604 100.0 
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② 損益計算書 

 

  
前事業年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比 
(％) 

金額(百万円) 
百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高        

１ 製品売上高  142,700   145,911   

２ 商品売上高  40,202 182,903 100.0 41,701 187,612 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※６       

１ 製品期首たな卸高  7,341   7,098   

２ 当期製品製造原価 ※３ 102,310   107,881   

合計  109,651   114,979   

３ 他勘定振替高 ※１ 620   652   

４ 製品期末たな卸高  7,098   7,444   

５ 製品売上原価  101,932   106,882   

６ 商品期首たな卸高  1,439   1,745   

７ 当期商品仕入高  35,737   36,753   

合計  37,177   38,499   

８ 商品期末たな卸高  1,745   2,012   

９ 商品売上原価  35,431 137,364 75.1 36,486 143,368 76.4 

売上総利益   45,538 24.9  44,244 23.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※２ 
※３ 
※６ 

 31,427 17.2  32,440 17.3 

営業利益   14,111 7.7  11,803 6.3 

Ⅳ 営業外収益        

１ 受取利息  19   6   

２ 有価証券利息  7   18   

３ 受取配当金 ※６ 1,508   1,374   

４ 設備賃貸料 ※６ 1,754   1,830   

５ 為替差益  ―   19   

６ 特許料収入  426   380   

７ その他  233 3,950 2.2 325 3,955 2.1 

Ⅴ 営業外費用        

１ 賃貸費用  1,630   1,685   

２ 為替差損  136   ―   

３ その他  94 1,861 1.0 63 1,748 0.9 

経常利益   16,200 8.9  14,010 7.5 
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前事業年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比 
(％) 

金額(百万円) 
百分比 
(％) 

Ⅵ 特別利益        

１ 固定資産売却益  0   ―   

２ 投資有価証券売却益  688   57   

３ その他  14 704 0.3 0 58 0.0 

Ⅶ 特別損失        

１ 固定資産売却損 ※４ ―   0   

２ 固定資産除却損 ※５ 187   118   

３ 投資有価証券評価損  111   0   

４ 会員権評価損  29   44   

５ 構造改善費用 ※７ 796   ―   

６ その他  2 1,126 0.6 13 177 0.1 

税引前当期純利益   15,778 8.6  13,891 7.4 

法人税、住民税 
及び事業税 

 5,800   5,470   

法人税等調整額  525 6,325 3.4 △139 5,330 2.8 

当期純利益   9,453 5.2  8,560 4.6 

前期繰越利益   1,643   1,894 1.0 

自己株式処分差損   ―   16 0.0 

中間配当額   1,313   1,311 0.7 

当期未処分利益   9,782   9,126 4.9 

        

 
製造原価明細書 

 

  
前事業年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費  13,511 13.2 12,985 12.0 

Ⅱ 労務費  8,362 8.2 8,047 7.5 

Ⅲ 外注加工費  71,204 69.6 77,570 71.9 

Ⅳ 経費  9,178 9.0 9,283 8.6 

(うち減価償却費)  (2,405) (2.4) (3,464) (3.2)

当期総製造費用  102,255 100.0 107,886 100.0 

期首仕掛品たな卸高  688  633  

合計  102,944  108,520  

期末仕掛品たな卸高  633  639  

当期製品製造原価  102,310  107,881  

      

(注) １ 原価計算については、ロット別個別原価計算を行っております。 

２ 労務費のうち引当金繰入額は次の通りであります。 

 (前事業年度) (当事業年度) 

賞与引当金繰入額 624百万円 603百万円

退職給付引当金繰入額 541 436 
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③ 利益処分案 

 

  
前事業年度 

(平成16年６月29日) 
当事業年度 

(平成17年６月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益   9,782  9,126 

Ⅱ 利益処分額      

１ 配当金  1,313  1,311  

２ 役員賞与金  75  65  

３ 任意積立金      

(1) 別途積立金  6,500 7,888 6,000 7,376 

Ⅲ 次期繰越利益   1,894  1,749 

      

(注) １ 第50期事業年度は、平成15年12月10日に1,313百万円の中間配当を実施しております。 

２ 第51期事業年度は、平成16年12月10日に1,311百万円の中間配当を実施しております。 

３ 日付は株主総会承認年月日であります。 
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重要な会計方針 
 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 売買目的有価証券 

   時価法(売却原価は総平均法により算定) 

 (2) 満期保有目的の債券 

   償却原価法 

 (3) 子会社株式及び関連会社株式 

   総平均法による原価法 

 (4) その他有価証券 

  ①時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく時価法 

   (評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原

価は総平均法により算定) 

  ②時価のないもの 

   総平均法による原価法 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 売買目的有価証券 

同左 

 (2) 満期保有目的の債券 

同左 

 (3) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 (4) その他有価証券 

  ①時価のあるもの 

同左 

 

 

  ②時価のないもの 
   主として総平均法による原価法 

なお、投資事業有限責任組合およびそれに

類する組合への出資（証券取引法第２条第

２項により有価証券とみなされるもの）に

ついては、組合契約に規定される決算報告

日に応じて入手可能な最近の決算書を基

礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法

によっております。 

２ デリバティブの評価基準及び評価方法 

  時価法 

２ デリバティブの評価基準及び評価方法 

同左 

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 商品(サプライ)・原材料・貯蔵品 

   先入先出法による原価法 

 (2) 商品(機器)・製品・仕掛品 

   個別法による原価法 

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 商品(サプライ)・原材料・貯蔵品 

同左 

 (2) 商品(機器)・製品・仕掛品 

同左 

４ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   法人税法に定められている定率法に基づいており

ます。 

   ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建

物附属設備を除く)については、定額法によっており

ます。 

 (2) 無形固定資産 

   法人税法に定められている定額法に基づいており

ます。 

   なお、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間(主として５年)に基づく定額

法によっております。 

 (3) 長期前払費用 

   定額法 

４ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

 

 

 

 

 (2) 無形固定資産 

同左 

 

 

 

 

 (3) 長期前払費用 

同左 

５ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。 

５ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

同左 
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前事業年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

６ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。 

６ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

   従業員に対して支給する賞与の支給見込額のう

ち、当期において負担すべき額を計上しております。 

 (3) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務に未認識過去勤務債務及び未認

識数理計算上の差異を加減した額から年金資産の額

を控除した額を計上しております。数理計算上の差

異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(15年)による定額法により翌事業年度

から費用処理することとしております。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金支給に充てるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上しております。 

 (2) 賞与引当金 

同左 

 

 (3) 退職給付引当金 

同左 

 

 

 

 

 

 

 (4) 役員退職慰労引当金 

同左 

７ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

７ リース取引の処理方法 

同左 

８ その他の財務諸表作成のための基本となる重要な事

項 

  消費税等の会計処理 

   税抜方式によっております。 

８ その他の財務諸表作成のための基本となる重要な

事項 

  消費税等の会計処理 

同左 
 



   

 
 

－３６－ 

表示方法の変更 

 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

―――――――――― （貸借対照表） 

「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年

法律第97号）が平成16年6月9日に公布され、平成16年

12月1日より適用になること及び「金融商品会計に関す

る実務指針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17

年2月15日付で改正されたことに伴い、当事業年度から

投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資

（証券取引法第2条第2項により有価証券とみなされる

もの）を、投資その他の資産の「出資金」として表示

する方法から「投資有価証券」として表示する方法に

変更しました。 

なお、当事業年度の「投資有価証券」に含まれる当

該出資の額は336百万円であり、前事業年度における

「出資金」に含まれている当該出資の額は203百万円で

あります。 

（損益計算書） 

「為替差損」は、前期まで営業外費用の「その他」

に含めて表示しておりましたが、当期において営業外

費用の100分の10を超えたため区分掲記しております。 

なお、前期の営業外収益の「その他」に含まれる「為

替差益」は24百万円であります。 

 

―――――――――― 

 
追加情報 
 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

―――――――――― 実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準

課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会 平成16年２月13日）が公

表されたことに伴い、当事業年度から同実務対応報告

に基づき、法人事業税の付加価値割及び資本割220百万

円を販売費および一般管理費として処理しておりま

す。 

 

 



   

 
 

－３７－ 

注記事項 

 

（貸借対照表関係） 

 

前事業年度 
(平成16年３月31日) 

当事業年度 
(平成17年３月31日) 

※１ 関係会社に対する主な資産・負債 

   関係会社に対する資産・負債には区分掲記したも

ののほか次のものがあります。 

※１ 関係会社に対する主な資産・負債 

   関係会社に対する資産・負債には区分掲記したも

ののほか次のものがあります。 

受取手形 548百万円

売掛金 1,366 

支払手形 249 

買掛金 6,745 
 

受取手形 1,091百万円

売掛金 1,976 

支払手形 327 

買掛金 6,526 
 

  

 ２ 保証債務 

  (1) 以下の関係会社の借入金について保証(保証予

約および経営指導念書の差入による保証を含む)

を行っております。 

Ｔ．Ｆ．カンパニー社 81百万円

 (6百万香港ドル)
 

 ２ 保証債務 

  (1) 以下の関係会社の借入金について保証(保証予

約および経営指導念書の差入による保証を含む)

を行っております。 

Ｔ．Ｆ．カンパニー社 82百万円

 ( 6百万香港ドル)
 

(2) 従業員住宅借入金保証 20 

計 101 
 

(2) 従業員住宅借入金保証 18 

計 101 
 

  

※３ 授権株式数 普通株式 400,000千株

   発行済株式総数 普通株式 115,000 
 

※３ 授権株式数 普通株式 400,000千株

   発行済株式総数 普通株式 115,000 
 

  

※４ 自己株式の保有数 

当社が保有する連結財務諸表提出会社の株式の数

は以下の通りであります。 

普通株式 767,180株
 

※４ 自己株式の保有数 

当社が保有する連結財務諸表提出会社の株式の数

は以下の通りであります。 

普通株式 915,247株
 

  

 ５ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は2,056百

万円であります。 

 

 ５ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は2,799百

万円であります。 

 



   

 
 

－３８－ 

（損益計算書関係） 

 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 他勘定振替高の内訳は、自社使用印刷物等であり

ます。 

※１ 他勘定振替高の内訳は、自社使用印刷物等であり

ます。 

  

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

の通りであります。 

   なお、販売費及び一般管理費のうち、販売費に属

する費用の割合はおおよそ69％であり、一般管理費

に属する割合はおおよそ31％であります。 

支払運賃 4,460百万円

役員報酬・従業員給料諸手当 9,839 

賞与引当金繰入額 817 

退職給付費用 916 

役員退職慰労引当金繰入額 88 

減価償却費 718 

賃借料 1,893 

研究開発費 2,264 

保管費 2,351 
 

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

の通りであります。 

   なお、販売費及び一般管理費のうち、販売費に属

する費用の割合はおおよそ64％であり、一般管理費

に属する割合はおおよそ36％であります。 

支払運賃 4,533百万円

役員報酬・従業員給料諸手当 9,997 

賞与引当金繰入額 951 

退職給付費用 772 

役員退職慰労引当金繰入額 89 

減価償却費 808 

賃借料 1,788 

研究開発費 2,105 

保管費 2,306 
 

  

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、2,264百万円であります。 

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、2,105百万円であります。 

  

※４      ―――――――――― 

 

  
 

※４ 固定資産売却損の内訳は次の通りであります。 

車両運搬具 0百万円

計 0 
 

※５ 固定資産除却損の内訳は次の通りであります。 

建物 69百万円

機械及び装置 73 

車輌運搬具 7 

工具器具備品 36 

計 187 
 

※５ 固定資産除却損の内訳は次の通りであります。 

建物 4百万円

構築物 0 

機械及び装置 97 

車輌運搬具 3 

工具器具備品 13 

計 118 
 

  

※６ 関係会社との主な取引額 

  (1) 売上原価と販売費及び一般管理費 

外注加工費他 53,676百万円

  (2) 営業外収益 

設備賃貸料 1,752 

受取配当金 1,401 
 

※６ 関係会社との主な取引額 

  (1) 売上原価と販売費及び一般管理費 

外注加工費他 56,467百万円

  (2) 営業外収益 

設備賃貸料 1,810 

受取配当金 1,252 
 

  

※７ 構造改善費用の内訳は次の通りであります。 

特別退職金 379百万円

事業拠点統合費用 417 

計 796 
 

※７     ―――――――――― 

 



   

 
 

－３９－ 

（２）リース取引 
 
 当該事項は、ＥＤＩＮＥＴにより有価証券報告書で開示を行うため記載を省略しております。 

 

（３）有価証券 
 
前期及び当期における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

 
（４）税効果会計 
１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

   
前事業年度 

(平成16年３月31日) 
 

当事業年度 
(平成17年３月31日) 

     
  繰延税金資産 賞与引当金  690百万円 732百万円
 未払事業税  251  237 
   減価償却費損金算入限度超過額  184  142 

 退職給付引当金  602  774 
 役員退職慰労引当金  171  136 
 貸倒引当金損金算入限度超過額  18  17 

 投資有価証券等評価損  137  98 
 会員権評価損  172  190 
 その他  75  114 

 繰延税金資産合計  2,304  2,444 
      
  繰延税金負債 その他有価証券評価差額金  △1,411  △1,921 

 繰延税金負債合計  △1,411  △1,921 

 繰延税金資産（負債）の純額  893  523 
      
繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

   
前事業年度 

(平成16年３月31日) 
 

当事業年度 
(平成17年３月31日) 

 流動資産－繰延税金資産  963百万円 1,076百万円
 固定負債－繰延税金負債  △70  552 

 
２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

     
当事業年度 

(平成17年３月31日) 

 法定実効税率    40.7％ 
  (調整)     
  交際費等の損金不算入額    1.6 
  受取配当等の益金不算入額    △3.8 

  その他    △0.1 

  税効果会計適用後の法人税等の負担率    38.4 
 
（注）前事業年度においては、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異が法定実効税率の100

分の５以下であるため、注記を省略しております。 

 



   

 
 

－４０－ 

（５）１株当たり情報 
 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 925円42銭

１株当たり当期純利益 82円07銭

 

１株当たり純資産額 982円58銭

１株当たり当期純利益 74円45銭

 
 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、役員

及び従業員に付与したストックオプション及び新株予約

権の権利行使価格が当事業年度の期中平均株価を上回っ

ており、希薄化が生じないため、その記載を省略してお

ります。 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
74円44銭

 

  

(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

項目 
前事業年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

損益計算上の当期純利益（百万円） 9,453 8,560 

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳（百万円）   

 利益処分による役員賞与金 75 65 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 75 65 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 9,378 8,495 

普通株式の期中平均株式数（千株） 114,273 114,118 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益の算定に含まれなかった 
潜在株式の概要 

１ ストックオプションに係る

新株予約権（新株予約権の数

3,080個、株式数308千株） 

２ 旧商法第210条ノ２第２項

の規定に基づき取得したスト

ックオプション目的に係る自

己株式（294千株） 

１ ストックオプションに係る

新株予約権（新株予約権の数

3,333個、株式数333千株） 

２ 旧商法第210条ノ２第２項

の規定に基づき取得したスト

ックオプション目的に係る自

己株式（294千株） 
 
 
（６）重要な後発事象 

 

該当事項はありません。 

 



   

 
 

－４１－ 

７．役員の異動 

 
 

決定次第開示いたします。 
 


